
 

 

 

 

 

 

 

高槻市ＤＸ推進に向けたロードマップ 
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1 

１ 策定の背景 

少子高齢化の進行などにより、厳しい財政状況が想定される中でも、市民サービスを維持
していくため、これまでもＩＣＴを活用した業務効率化を図ってきましたが、新型コロナウ
イルスの感染拡大を契機として、さらに社会全体でＤＸ推進の気運が高まっています。 

また、国においては令和３年 9 月にデジタル庁が創設され、また、令和７年度末までに全
自治体の基幹システム（住基や税など）を標準化することが目標とされるなど、ＤＸの基盤
となる環境整備が進められています。 

こういった状況を踏まえて、国全体の環境整備に着実に対応するとともに、本市としての
ＤＸ推進の基礎となる取組を全庁的に進めるに当たり、その道しるべとなるものとして、大
まかなロードマップを策定するものです。 

 

2 ロードマップの位置づけ 

ＤＸ関連施策の効率的・効果的な進行管理の観点から、高槻市ＩＣＴ戦略に付属するもの
として位置付けます。 

※国の自治体ＤＸ推進手順書において示されている工程表イメージを踏まえて策定します。 

※ロードマップは、ＤＸ推進の基礎となる取組や全庁を横断して進める施策について大まかな道筋を示

すものとし、具体的な個別施策については、高槻市ＩＣＴ戦略におけるアクションプログラム等におい

て進行管理を行います。 
 

３ DX 推進に向けた 5 つの道すじ 

ロードマップは、下記の５つの大きな道すじで構成するものとします。期間は、国の自治
体ＤＸ推進計画や標準化の完了目標年度と合わせた令和７年度までを視野に入れます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市民サービス向上に 
集中するための庁内業務ＤＸ 
(働き方改革に向けた基盤整備) 

「デジタル高槻市役所」の実現 

標準準拠システムへの 
着実な移行 

地域のデジタル化 組織体制の整備・人材育成 



4 ロードマップ
令和３年度以前 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

■行政手続オンライン化の推進

■マイナンバーカードの普及促進

■移行に向けた準備作業

■標準準拠システムへの移行

■標準化等と合わせたＢＰＲ推進

■庁内ＤＸに向けた基盤整備

■デジタルデバイド対策

■その他各所管におけるＤＸ施策

■組織体制の整備

■人材育成

■セキュリティ対策の徹底

ＤＸ　：

ＢＰＲ　：

ＲＰＡ　：
ＡＩ　：

ＣＳＩＲＴ　：
インシデント　： 個人情報漏えいやサイバー攻撃によるシステム停止など、セキュリティリスクが発現・現実化した事象のこと。

「デジタル高槻市役所」
の実現

地域のデジタル化

組織体制の整備・
人材育成

市民サービス向上に
集中するための

庁内業務ＤＸ
（働き方改革に向けた基盤整備）

標準準拠システム
への

着実な移行

Digital X-formation(Transformation)の略で、ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。
Business Process Reengineeringの略で、業務のプロセス全体について、詳細に分析・評価・改善を行うことを通じて、抜本的な業務
効率化と利便性向上の双方を実現すること。
Robotic Process Automationの略で、これまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフトウェアのロボットにより自動化するもの。
Artificial Intelligenceの略で、人間の思考プロセスと同じような形で動作するプログラム、あるいは人間が知的と感じる情報処理・技術。
Computer Security Incident Response Teamの略で、インシデントの発生に対応するための体制のこと。

電子申請システムの
活用促進など

国の取組との連携、申請機会の充実、利活用の促進など

移行に向けた調査・検討など体制の整備など 移行に向けた準備・ＢＰＲ

移行

ＲＰＡの導入・普及促進
ＡＩの活用など

標準化と合わせたＢＰＲ検討
（ＲＰＡ等のさらなる活用）

現場の意見を踏まえた更なる環境整備

高齢者向けスマホ教室の実施等
行政手続オンライン化の拡大に合わせた対策の
検討・実施

※ＩＣＴ戦略のアクションプランで進捗管理

ＩＴガバナンス強化
標準化分科会の設置等

ＤＸ推進に向けた機運の醸成・標準化後を見据えた体制の整備など

研修の実施等、ＤＸ推進を担う人材の育成等、外部人材の活用等

ＣＳＩＲＴの運用・インシデント対応手順の実効性向上など

オンライン化の拡大
（来庁負担の大きい手続等を優先）

国の目標
令和４年度末

国の目標
令和７年度末

オンライン化の
更なる拡大

特に国民の利便性向上に
資する手続のオンライン化、
その他の全庁手続の棚卸

リモートアクセス環境整備
Ｗｅｂ会議の環境整備

用
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